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基本指針に関連する最近の施策の主な動き

参考資料３
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障害者総合支援法及び児童福祉法の改正



障害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢障害者による介護保険サー
ビスの円滑な利用を促進するための見直しを行うとともに、障害児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を図るほ
か、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等を行う。

１．障害者の望む地域生活の支援

(1) 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相
談・助言等を行うサービスを新設する（自立生活援助）

(2) 就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を行うサービスを新設する（就労定着支援）

(3) 重度訪問介護について、医療機関への入院時も一定の支援を可能とする

(4) 65歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉サービスを利用してきた低所得の高齢障害者が引き続き障害福祉サービスに相当する
介護保険サービスを利用する場合に、障害者の所得の状況や障害の程度等の事情を勘案し、当該介護保険サービスの利用者負担を
障害福祉制度により軽減（償還）できる仕組みを設ける

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応

(1) 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスを新設する

(2) 保育所等の障害児に発達支援を提供する保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児に対象を拡大する

(3) 医療的ケアを要する障害児が適切な支援を受けられるよう、自治体において保健・医療・福祉等の連携促進に努めるものとする

(4) 障害児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推進するため、自治体において障害児福祉計画を策定するものとする

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備

(1) 補装具費について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合等に貸与の活用も可能とする

(2) 都道府県がサービス事業所の事業内容等の情報を公表する制度を設けるとともに、自治体の事務の効率化を図るため、所要の規定を
整備する

平成30年４月１日（２.(3)については公布の日（平成28年６月３日））

概 要

趣 旨

施行期日

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の

一部を改正する法律（概要）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の

一部を改正する法律（概要）

（平成28年５月25日成立・同年６月３日公布）
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障害者部会報告書



（１）本人が望む地域生活の実現

○ 障害者が安心して地域生活を営むことができるよう、地域生活支援拠点の整備を推進（医療との連携、緊急時対応等）。

○ 知的障害者や精神障害者が安心して一人暮らしへの移行ができるよう、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障害者の
理解力・生活力等を補う支援を提供するサービスを新たに位置付け。

あわせて、グループホームについて、重度障害者に対応可能な体制を備えたサービスを位置付け。また、障害者の状態と
ニーズを踏まえて必要な者にサービスが行き渡るよう、利用対象者を見直すべきであり、その際には、現に入居している者に
配慮するとともに、障害者の地域移行を進める上でグループホームが果たしてきた役割や障害者の状態・ニーズ・障害特性
等を踏まえつつ詳細について検討する必要。

○ 「意思決定支援ガイドライン（仮称）」の作成や普及させるための研修、「親亡き後」への備えも含め、成年後見制度の理解促
進や適切な後見類型の選択につなげるための研修を実施。

（２）常時介護を必要とする者等への対応

○ 入院中も医療機関で重度訪問介護により一定の支援を受けられるよう見直しを行うとともに、国庫負担基準について重度障
害者が多い小規模な市町村に配慮した方策を講ずる。

（３）障害者の社会参加の促進

○ 通勤・通学に関する訓練を就労移行支援や障害児通所支援により実施・評価するとともに、入院中の外出に伴う移動支援
について、障害福祉サービスが利用可能である旨を明確化。

○ 就労移行支援や就労継続支援について、一般就労に向けた支援や工賃等を踏まえた評価を行うとともに、就労定着に向け
た支援が必要な障害者に対し、一定の期間、企業・家族との連絡調整等を集中的に提供するサービスを新たに位置付け。

障害者総合支援法施行３年後の見直しについて

（社会保障審議会障害者部会 報告書概要／平成27年12月14日）

障害者総合支援法（H25.4施行）の附則で、施行後３年を目途として障害福祉サービスの在り方等について検討を加え、
その結果に基づいて、所要の措置を講ずることとされている。これを受けて、社会保障審議会障害者部会で平成27年4月
から計19回にわたり検討を行い、今後の取組についてとりまとめた。

１．新たな地域生活の展開
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（１）障害児に対する専門的で多様な支援

○ 乳児院や児童養護施設に入所している障害児や外出が困難な重度の障害児に発達支援を提供できるよう必要な対応を行
うとともに、医療的ケアが必要な障害児への支援を推進するため、障害児に関する制度の中で明確に位置付け。

○ 放課後等デイサービス等について、質の向上と支援内容の適正化を図るとともに、障害児支援サービスを計画的に確保す
る取組として、自治体においてサービスの必要量の見込み等を計画に記載。

（２）高齢の障害者の円滑なサービス利用

○ 障害者が介護保険サービスを利用する場合も、それまで支援してきた障害福祉サービス事業所が引き続き支援できるよう、
その事業所が介護保険事業所になりやすくする等の見直しを実施するなど、障害福祉制度と介護保険制度との連携を推進。

○ 介護保険サービスを利用する高齢の障害者の利用者負担について、一般高齢者との公平性や介護保険制度の利用者負
担の在り方にも関わることに留意しつつ、その在り方についてさらに検討。

（３）精神障害者の地域生活の支援

○ 精神障害者の地域移行や地域定着の支援に向けて、市町村に関係者の協議の場を設置することを促進するとともに、ピア
サポートを担う人材の育成等や、短期入所における医療との連携強化を実施。

（４）地域特性や利用者ニーズに応じた意思疎通支援

○ 障害種別ごとの特性やニーズに配慮したきめ細かな対応や、地域の状況を踏まえた計画的な人材養成等を推進。

（１）利用者の意向を反映した支給決定の促進

○ 主任相談支援専門員（仮称）の育成など、相談支援専門員や市町村職員の資質の向上等に向けた取組を実施。

（２）持続可能で質の高いサービスの実現

○ サービス事業所の情報公表、自治体の事業所等への指導事務の効率化や審査機能の強化等の取組を推進。

○ 補装具について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合など、個々の状態に応じて、貸与の活用も可能
とする。

○ サービス提供を可能な限り効率的なものとすること等により、財源を確保しつつ、制度を持続可能なものとしていく必要。

２．障害者のニーズに対するよりきめ細かな対応

３．質の高いサービスを持続的に利用できる環境整備
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相談支援の質の向上に向けた検討会



平成２７年４月から原則として全ての障害児者に専門的な相談支援を実施することとされている中、障害児者の相談支援の質の向上を図るため、

有識者や関係団体で構成する「相談支援の質の向上に向けた検討会」において相談支援専門員の資質の向上や相談支援体制の在り方について幅

広く議論を行い、今後目指すべき方向性をとりまとめた。（平成２８年３月から７月まで計５回開催）

趣 旨

「相談支援の質の向上に向けた検討会」における議論のとりまとめ（概要）

① 基本的な考え方について
・ 相談支援専門員は、障害児者の自立の促進と共生社会の実現に向けた支援を実施することが望まれている。そのためには、ソーシャルワークの
担い手としてスキル・知識を高めつつ、インフォーマルサービスを含めた社会資源の改善及び開発、地域のつながりや支援者・住民等との関係構築、
生きがいや希望を見出す等の支援を行うことが求められている。また将来的には、社会経済や雇用情勢なども含め、幅広い見識を有するソーシャ
ルワーカーとしての活躍が期待される。

② 人材育成の方策について
・ 相談支援専門員の要件である研修制度や実務経験年数などの見直しを行うとともに、キャリアパスの一環として指定特定相談支援事業だけでな
く、サービス管理責任者や基幹相談支援センターの業務を担うなど、幅広い活躍の場が得られる仕組みを検討するべき。

・ 研修カリキュラムの見直しについては、「初任者研修」及び「現任研修」の更なる充実に加え、指導的役割を担う「主任相談支援専門員（仮称）」の
育成に必要な研修プログラムを新たに設けるとともに、より効果的な実地研修（OJT）を組み込むべき。

③ 指導的役割を担う「主任相談支援専門員（仮称）」について
・ 相談支援専門員の支援スキルやサービス等利用計画について適切に評価・助言を行い、相談 支援の質の確保を図る役割が期待されており、基

幹相談支援センター等に計画的に配置されるべき。また、更新研修等も導入すべき。
・ 指導的役割を果たすため、適切な指導や助言を行う技術を習得する機会が確保されるよう、都道府県等が人材育成に関するビジョンを策定する
など、地域における相談支援従事者の段階的な人材育成に取り組むべき。

④ 相談支援専門員と介護支援専門員について
・ 障害者の高齢化や「親亡き後」へのより適切な支援を行うため、両者の合同での研修会等の実施や日々の業務で支援方針等について連携を図
るとともに、両方の資格を有する者を拡大することも一案と考えられる。

⑤ 障害児支援利用計画について
・ 障害児支援利用計画については、いわゆるセルフプランの割合が高いが、障害児についての十分な知識や経験を有する相談支援専門員が少な
いことが原因の一つと考えられる。これまでの専門コース別研修に加え、障害児支援に関する実地研修などを設けるべき。

・ 市町村においても、障害児を取り巻く状況を十分把握し、評価を加えた上で適切な関係機関につなぐなど十分配慮し、そのために必要な知見の
習得に努めるべき。

とりまとめのポイントⅠ ～相談支援専門員の資質の向上について～
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① 相談支援の関係機関の機能分担について

・ 基本相談支援を基盤とした計画相談支援、一般的な相談支援、体制整備や社会資源の開発等の役割について、地域の実情に応じて関係機関が
十分に機能を果たすことが必要である。そのためには、協議会等が中心となって調整を進めるとともに、市町村職員の深い理解や都道府県を中心
に協議会担当者向けの研修会を推進する必要がある。

・ 市町村は、計画相談支援の対象とならない事例や支援区分認定が難しい事例に対しても積極的かつ真摯に対応することが求められており、この
点は相談支援事業者に委託する場合であっても同様であることに留意するべき。

② 基幹相談支援センターの設置促進等について
・ 基幹相談支援センターの設置促進に向け、市町村において、障害福祉計画の作成等に際して相談支援の提供体制の確保に関する方策を整理し、
地域の関係者と十分議論することが重要。仮に基幹相談支援センターの設置に一定期間を要する場合でも、基幹相談支援センターが担うべき役割
をどのような形で補完するか市町村において整理するべき。

・ 都道府県においても、障害福祉計画のとりまとめ等の際に、基幹相談支援センターを設置していない市町村に対して相談支援体制の確保に関す
る取り組みをフォローし、必要に応じて広域調整などの支援を行うべき。

③ 相談窓口の一元化等について
・ 相談支援の関係機関の相談機能の調整にあたっては、必要に応じて地域包括支援センター等との連携や相談窓口の一元化なども視野に入れ、
地域の相談体制を総合的に考える視点も必要。

・ こうした取組を進めるにあたっては、すでに一部の地域で先駆的に実施されている取組状況を広く横展開することが有効。
・ 総合的な相談窓口は必要であるが、一方で身近な窓口や専門的な相談機関も求められている。いずれの場合でもワンストップで適切な関係機関
に必ずつながるよう、関係機関間での連携強化を図るなど、各自治体において適した取組を考えるべき。

④ 計画相談支援におけるモニタリング及び市町村職員の役割について
・ 計画相談支援におけるモニタリングは、サービス利用状況の確認のみならず、利用者との一層の信頼関係を醸成し、新たなニーズや状況の変化
に応じたニーズを見出し、サービスの再調整に関する助言をするなど、継続的かつ定期的に実施することが重要である。

・ 特に高齢障害者が介護保険サービスへ移行する際には、制度間の隙間が生じないよう相談支援専門員による十分なモニタリングを実施し、その
結果を介護支援専門員によるアセスメントにもつなげるべき。

・ 相談支援専門員一人が担当する利用者の数もしくは一月あたりの対応件数について、一定の目安を設定することも相談支援の質の確保にあ
たっては必要。また、地域相談支援についても、障害者の地域移行を促進する観点から、計画相談支援との連携をより一層有効に進めるべき。

・ 障害福祉サービス等の支給決定の内容がサービス等利用計画案と大きく異なる場合には、市町村の担当職員や相談支援専門員を中心として地
域の関係者間で調整を行う必要がある。そのため、市町村の担当職員においては、機械的に事務処理を進めることのないよう、相談支援従事者研
修などに参加することなどを通じて一定の専門的知見を身につけ、適切かつ積極的な調整を行うべき。

とりまとめのポイントⅡ ～相談支援体制について～
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相談支援の質の向上に向けた検討会（構成員と開催実績）

近江 雅喜 障害児・者相談支援事業全国連絡協議会

沖倉 智美 大正大学人間学部教授

小澤 温 筑波大学人間系教授

上條 浩 横浜市健康福祉局障害福祉部障害福祉課

菊本 圭一 日本相談支援専門員協会

◎佐藤 進 埼玉県立大学名誉教授

島村 聡 沖縄大学人文学部准教授

田村 綾子 聖学院大学人間福祉学部教授

土屋 幸己 公益財団法人さわやか福祉財団

冨岡 貴生 日本知的障害者福祉協会相談支援部会

原田 重樹 日本介護支援専門員協会

三浦 貴子 全国身体障害者施設協議会

第１回 ３月１４日（月）１７：００～１９：００ 相談支援に係る現状と課題について

第２回 ４月２２日（金）１７：００～１９：００ 相談支援専門員の資質の向上について①

第３回 ５月２７日（金）１７：００～１９：００ 相談支援専門員の資質の向上について②、相談支援体制について

第４回 ６月２４日（金）１６：００～１８：００ 本検討会における議論のとりまとめ骨子（案）について

第５回 ７月１９日（火）１６：００～１８：００ 本検討会における議論のとりまとめ（案）について

〈開催実績〉

（敬称略、50音順）

〈構成員〉

◎は座長
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11

発達障害者支援法の一部を改正する法律



⑴ 目的（第１条）

切れ目ない支援の重要性に鑑み、障害者
基本法の理念にのっとり、共生社会の実現
に資することを目的に規定

⑵ 発達障害者の定義（第２条）

発達障害がある者であって発達障害及び
「社会的障壁」により日常生活・社会生活
に制限を受けるもの
※ 社会的障壁：発達障害がある者にとって日常生
活・社会生活を営む上で障壁となるような社会にお
ける事物、制度、慣行、観念その他一切のもの

⑶ 基本理念（第２条の２）

発達障害者の支援は

①社会参加の機会の確保、地域社会にお
いて他の人々と共生することを妨げられな
い
②社会的障壁の除去に資する

③個々の発達障害者の性別、年齢、障害
の状態及び生活の実態に応じて、関係機関
等の緊密な連携の下に、意思決定の支援に
配慮しつつ、切れ目なく行う

⑷ 国及び地方公共団体の責務（第３条）

相談に総合的に応じられるよう、関係機
関等との有機的な連携の下に必要な相談体
制を整備

⑸ 国民の責務（第４条）

個々の発達障害の特性等に関する理解を
深め、発達障害者の自立及び社会参加に協
力するよう努める

⑴ 発達障害の疑いがある場合の支援（第５条）

発達障害の疑いのある児童の保護者への継続
的な相談、情報提供及び助言

⑵ 教育（第８条）

発達障害児が発達障害児でない児童と共に教
育を受けられるよう配慮

個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成
の推進、いじめの防止等の対策の推進

⑶ 情報の共有の促進（第９条の２）

個人情報の保護に十分配慮しつつ、支援に資
する情報共有の促進のため必要な措置を講じる

⑷ 就労の支援（第10条）

主体に国を規定、就労定着の支援を規定、事
業主は雇用の機会の確保、雇用の安定に努める

⑸ 地域での生活支援（第11条）

性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応
じた地域での生活支援

⑹ 権利利益の擁護（第12条）

差別の解消、いじめの防止等及び虐待の防止
等のための対策推進、成年後見制度が適切に行
われ又は広く利用されるようにすること

⑺ 司法手続における配慮（第12条の２）

司法手続において個々の発達障害者の特性に
応じた意思疎通の手段の確保等の適切な配慮

⑻ 発達障害者の家族等への支援（第13条）

家族その他の関係者に対し、情報提供、家族
が互いに支え合うための活動の支援等

整備協議のため都道府県・指定都市に設置

⑴ センター等による支援に関する配慮（第14条）

センター等の業務を行うに当たり、可能
な限り身近な場所で必要な支援が受けられ
るよう配慮

⑵ 発達障害者支援地域協議会（第19条の２）

支援体制の課題共有・連携緊密化・体制
整備協議のため都道府県・指定都市に設置

の在り方について検討等

⑴ 施行期日（附則第1項）

公布日から３月内の政令で定める日

⑵ 検討（附則第2項）

国際的動向等を勘案し、知的発達の疑い
がある者等について実態調査を行い、支援
の在り方について検討等

•障害者をめぐる国内外の動向…障害者権利条約の署名（平成19年）・批准（平成26年）
障害者基本法の改正（平成23年）等

•発達障害者支援法の施行の状況…平成17年の施行後、約10年が経過

発達障害者の支援の一層の充実を図るため、
法律の全般にわたって改正

第１ 総則 第２ 発達障害者の支援のための施策 第３ 発達障害者支援センター等

達障害の原因の究明等に関する調査研究

⑴ 国民に対する普及及び啓発（第21条）

学校、地域、家庭、職域等を通じた啓発
活動

⑵ 専門的知識を有する人材の確保等（第23条）

専門的知識を有する人材の確保・養成・
資質の向上を図るため、個々の発達障害の
特性等に関する理解を深めるための研修等
を実施

⑶ 調査研究（第24条）

性別、年齢等を考慮しつつ、発達障害者
の実態の把握に努めるとともに、個々の発
達障害の原因の究明等に関する調査研究

第４ 補則

第５ その他

発達障害者支援法の一部を改正する法律概要
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障害者差別解消法の施行
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法＜平成２５年法律第６５号＞）の概要

障害者基本法
第４条

基本原則
差別の禁止

第１項：障害を理由とする
差別等の権利侵害
行為の禁止

第2項：社会的障壁の除去を怠る
ことによる権利侵害の防止

第3項：国による啓発・知識の
普及を図るための取組

何人も、障害者に対して、障害を理
由として、差別することその他の権
利利益を侵害する行為をしてはなら
ない。

社会的障壁の除去は、それを必要としている
障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負
担が過重でないときは、それを怠ることによ
つて前項の規定に違反することとならないよ
う、その実施について必要かつ合理的な配慮
がされなければならない。

国は、第一項の規定に違反する行為の防
止に関する啓発及び知識の普及を図るた
め、当該行為の防止を図るために必要と
なる情報の収集、整理及び提供を行うも
のとする。

施行日：平成２８年４月１日（施行後３年を目途に必要な見直し検討）

具体化
Ⅰ．差別を解消するための措置

Ⅱ．差別を解消するための支援措置

差別的取扱いの禁止 合理的配慮の不提供の禁止

国・地方公共団体等
民間事業者 民間事業者

国・地方公共団体等
法的義務

努力義務

法的義務

政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）

具体的な対応

● 主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告実効性の確保

● 国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供情報収集等

● 相談・紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談、紛争解決の制度の活用・充実紛争解決・相談

● 障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携地域における連携

● 普及・啓発活動の実施啓発活動

※ 地方の策定は努力義務

● 国・地方公共団体等 ⇒ 当該機関における取組に関する要領を策定※

● 事業者 ⇒ 事業分野別の指針（ガイドライン）を策定

14



成年後見制度利用促進法
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成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「成年後見制度利用促進基
本計画」を策定

基本方針に基づく施策を
実施するため必要な
法制上・財政上の措置

成年被後見人等の権利制限に係る関
係法律の改正その他の基本方針に基
づく施策を実施するために必要な法
制上の措置については、この法律の
施行後三年以内を目途として講ずる

成年後見制度利用促進法概要

16

基本理念

成年後見制度の理念の尊重
①ノーマライゼーション
②自己決定権の尊重
③身上の保護の重視

地域の需要に対応した成年

後見制度の利用の促進

成年後見制度の利用に関

する体制の整備

１ 国の責務
２ 地方公共団体の責務
３ 関係者の努力
４ 国民の努力
５ 関係機関等の相互の

連携

国等の責務

基本方針

１ 保佐及び補助の制度の利用を促進
する方策の検討
２ 成年被後見人等の権利制限に係る
制度の見直し
３ 成年被後見人等の医療等に係る意
思決定が困難な者への支援等の検討
４ 成年被後見人等の死亡後における
成年後見人等の事務の範囲の見直し
５任意後見制度の積極的な活用
６ 国民に対する周知等

１ 地域住民の需要に応じた
利用の促進
２ 地域において成年後見人
等となる人材の確保
３ 成年後見等実施機関の活
動に対する支援

１ 関係機関等における体制
の充実強化
２ 関係機関等の相互の緊密
な連携の確保

法制上の措置等

施策の実施状況の公表（毎年）

基本計画

体 制

成年後見制度利用促進会議

１ 組織
会長：内閣総理大臣
委員：内閣官房長官、特命担当大臣、法務大

臣、厚生労働大臣、総務大臣等
２ 所掌事務

① 基本計画案の作成
② 関係行政機関の調整
③ 施策の推進、実施状況の検証･評価等

成年後見制度利用促進会議

・ 有識者で組織する。
・ 基本計画案の調査審議、施策に関する

重要事項の調査審議、内閣総理大臣
等への建議等を行う。

成年後見制度利用促進委員会

諮問

答申

この法律の施行後２年以内の政令で定める日に、これらの組織を廃止するとともに、新たに関係行政機関
で組織する成年後見制度利用促進会議及び有識者で組織する成年後見制度利用促進専門家会議を設ける。

地方公共団体の措置

市町村の措置
国の基本計画を踏まえた計画
の策定等

合議制の機関の設置

都道府県の措置
人材の育成
必要な助言

援助



ニッポン一億総活躍プラン
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安心した生活（障害者、難病患者、がん患者等が自立し、社会参加しやすい環境づくり）

⑧ 障害者、難病患者、がん患者等の活躍支援（その１）
介護離職
ゼロの実現
介護離職
ゼロの実現

【国民生活における課題】

高齢障害者、難病患者、がん患
者等が、希望や能力、障害
や疾病の特性等に応じて活
躍できる環境を整備する必
要がある。

・企業等での雇用者数:
41万7千人
（50人以上規模における実人員。
2015年６月１日現在）

・民間企業における実雇用率：
1.88％
（2015年６月１日現在）

・就労移行支援又は就労継続支援の利
用から一般就労へ移行する障害者の
割合：4.7％
※就労移行支援からの移行率は
25.8％
（2014年度現在）

【今後の対応の方向性】
障害者、難病患者、がん患者等も、それぞれの希望や能力、障害や疾病の特性等に応じて最大限活躍できる社会を目指
し、就労支援及び職場定着支援、治療と職業生活の両立支援等を進め、社会参加や自立を促進していく。あわせて、こ
うした支援を担う専門人材の養成を進める。

【具体的な施策】

・法定雇用率の見直し（2018年度、2023年度）を行うとともに、精神障害者等の職場定着の支援のため、障害者就業・
生活支援センターによる支援の強化や精神科医療機関とハローワークとの連携強化、ジョブコーチの養成・研修の推進、
職場における精神・発達障害者を支援する環境づくり等に取り組む。また、障害特性を踏まえた雇用管理・雇用形態の
見直しや柔軟な働き方の工夫等の措置を講じる中小企業をはじめとする事業主への支援の充実や、テレワークによる在
宅雇用の推進などICTを活用した雇用支援等を進める。

・障害者総合支援法において、就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を行う
サービスを新設（就労定着支援）し、就労定着の充実を図る。

・就労移行支援や就労継続支援について、一般就労に向けた支援や工賃等を踏まえた評価（報酬改定）を実施する等、
障害者や難病患者の工賃・賃金向上や一般就労への移行の促進を図る。

・精神障害者等の職業訓練を支援するため、職業訓練校に精神保健福祉士を配置してそのサポートを受けながら職業訓
練を受講できるようにするなど受入体制を強化する。

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度以降

指標

障害者の実雇用率
2.0％（2020年）を
達成

障害福祉サービス
の利用者の一般就
労への移行者数：
2017年度末までに
2012年度実績の2倍
以上

高校で通級指導が
望まれる者の実現
割合：100％（2020
年度）

新たな法定
雇用率の検討

障害者の
就労支援等の

推進

各都道府県で
農福連携を推進

障害者総合支援法の改正や報酬改定（３年ごと）を通じ、一般就労への移行や就労定着を
促進するとともに、地域生活を支援するための取組を推進

障害福祉計画に沿った
取組の推進

報酬改定

年度
施策

ニッポン一億総活躍プラン（抜粋）

障
害
者
基
本
計
画
の
見
直
し

新たな法案雇用率（経過措置）

障害福祉計画に沿った
取組の推進

障害福祉計画に沿った
取組の推進

障害福祉計画に沿った
取組の推進

農福連携の更なる推進
オリパラと

マルシェ開催

オリパラと
あわせて
マルシェ開催
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安心した生活（障害者、難病患者、がん患者等が自立し、社会参加しやすい環境づくり）

⑧ 障害者、難病患者、がん患者等の活躍支援（その２）
介護離職
ゼロの実現
介護離職
ゼロの実現

【国民生活における課題】

高齢障害者、難病患者、がん患
者等が、希望や能力、障害
や疾病の特性等に応じて活
躍できる環境を整備する必
要がある。

・企業等での雇用者数:
41万7千人
（50人以上規模における実人員。
2015年６月１日現在）

・民間企業における実雇用率：
1.88％
（2015年６月１日現在）

・就労移行支援又は就労継続支援の利
用から一般就労へ移行する障害者の
割合：4.7％
※就労移行支援からの移行率は
25.8％
（2014年度現在）

【具体的な施策】

・農業分野での障害者の就労を支援し、障害者にとっての職域や収入拡大を図るとともに、農業にとっての担い手不足解消につなが
る農福連携を推進する等、障害者や難病患者が地域の担い手として活躍する取組を推進する。

・障害者や難病患者が安心して生活できる環境を整備するため、グループホームや就労支援事業所等のサービス基盤の整備を推進す
る。

・精神障害者が地域で自立して活躍できるよう、居住の場の確保を含め、保健医療福祉の一体的な取組を強化することにより、入院
から地域生活への移行を推進する。

・アルコール・薬物等による依存症について、依存症者が地域において必要な治療・回復プログラムや相談支援を受けられる環境の
整備を推進する。

・受刑者等に対する教育・職業訓練の充実とこれを支える矯正施設の環境整備、刑務所等出所後の受け皿となる保護観察所、更生保
護施設の充実や障害福祉サービス等の活用を通じて、刑務所出所者等に対する生活の支援や就労・自立の促進を図る。

・難病患者やがん患者等の希望や治療状況、疾病の特性等を踏まえた就労支援を実施するため、がん診療連携拠点病院、難病相談支
援センター、産業保健総合支援センター、ハローワーク等が連携を強化する。

・難病患者やがん患者等が治療と職業生活を両立できる環境を整備するため、両立支援ガイドラインなどを作成・周知するとともに、
難病患者やがん患者等の両立支援に取り組む企業に対する研修等の支援を行う。また、難病患者の雇用管理に資するマニュアルを改
訂し、これを活用することや、企業において実際に行われている雇用管理上の配慮事例などを全国から収集し、ホームページを通じ
て周知することなどにより、難病患者の雇用について企業等への支援を推進する。

・ハローワークの専門相談員が、がん診療連携拠点病院と連携して実施するがん患者等に対する就労支援について、治療と両立でき
る求人の確保等を推進するとともに、拠点数の拡充を図る。

・慢性疼痛の調査・研究を充実する等、慢性疼痛対策に取り組む。

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度以降

指標

障害者の実雇用率
2.0％（2020年）を達
成

障害福祉サービスの利
用者の一般就労への移
行者数：2017年度末ま
でに2012年度実績の2
倍以上

高校で通級指導が望ま
れる者の実現割合：
100％（2020年度）

両立支援ガイドライン・ 雇用管理マニュアルの作成及び改訂・雇用事例の収集・周知・活用による企業における取組の促進

障害者の
就労支援等

難病医療の中心となる
都道府県において
難病医療の中心となる
医療機関を整備

年度
施策

ニッポン一億総活躍プラン（抜粋）

第３期がん対策推進基本計画（2017年６月に策定予定）を踏まえ、
就労支援を含めたがん対策を総合的かつ計画的に推進

ガイドライン・マニュアルを活用して、難病医療の中心となる医療機関、難病相談支援センター、ハローワーク及び
産業保健総合支援センターの連携により、難病患者の就労を促進し、治療との両立支援を強化

障
害
者
基
本
計
画
の

見
直
し

障害者の
就労支援等

がん対策加速化プラン等に基づく支援の実施（①就労継続を重視した、がん診療連携拠点病院での相談支援、②ハローワークと拠点病院が連携した就職支援の
全国展開、③事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドラインの作成・周知及び活用、④仕事と治療を無理なく両立できるよう、
支持療法（治療に伴う副作用等に対する予防とケア）の開発・普及）
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安心した生活（障害者、難病患者、がん患者等が自立し、社会参加しやすい環境づくり）

⑧ 障害者、難病患者、がん患者等の活躍支援（その３）
介護離職
ゼロの実現
介護離職
ゼロの実現

【国民生活における課題】

高齢障害者、難病患者、がん患者等が、
希望や能力、障害や疾病の特性等に応じ
て活躍できる環境を整備する必
要がある。

障害のある子供も、障害のない子供と可
能な限り共に学べるようにし、自立や社
会参加を果たせるようにしたい。

・企通級指導を受けている児童生徒数はこの
10年間で2.3倍に増加し、2015年5月現在約
90,000人。高等学校には通級制度はない

・通級指導について、小中学校の校長等、
コーディネーター、通級担当者、学級担任
の９割以上が効果があると回答（2013年）

【具体的な施策】
・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に、ユニバーサルデザインの社会づくり
（心のバリアフリー、街づくり）を推進する。文化プログラム（beyond 2020プログラム）の一環とし
て、障害者の文化芸術活動を推進すること等を通じ、障害者の自立・社会参加のための支援や障害者
に対する理解を促進する。

・特別な支援を要する子供が社会で自立し活躍する力を育むために必要な教育を受けられるようにICT
の活用を含めた環境整備を進める。

・小中学校における通級指導を推進するとともに、高等学校においても通級指導を平成30年度から新た
に制度化し、小中高等学校合わせて指導内容や指導体制等の環境整備を進める。

・特別支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保有率については、現在約７割にとどまっていることか
ら、2020年度までにおおむね100％に引き上げる。

・2020年東京パラリンピック競技大会を契機に、特別支援学校等において、障害者が身近で安心・安全
にスポーツができる拠点づくりを推進するとともに、多様性が認められる社会づくりの一環として、
パラリンピック教育を推進する。

・障害者差別解消法に基づき、障害者差別解消支援地域協議会の設置促進等を進める。

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度以降

指標

障害者の実雇用率
2.0％（2020年）を達
成

障害福祉サービスの利
用者の一般就労への移
行者数：2017年度末ま
でに2012年度実績の2
倍以上

高校で通級指導が望ま
れる者の実現割合：
100％（2020年度）

東京大会を契機と

街づくりの推進

東京大会を契機と
した、心の
バリアフリー、
ユニバーサル
デザインの
街づくりの推進

年度

施策

ニッポン一億総活躍プラン（抜粋）

「ユニバーサルデザイン2020」の
実行（取りまとめと並行して
実行開始）

指導内容の普及等

省令改正（2016年度）
学習指導要領改訂
指導内容の普及等

障害者の
文化芸術
活動の
振興等

2020年東京オリンピック・ パラリンピック競技大会の
文化プログラム（beyond 2020プログラム）と連携した
障害者の文化芸術活動の推進

ユニバーサルデザイン
2020関係府省等連絡会議に
おいて、「ユニバーサル

デザイン 」を
取りまとめ

ユニバーサルデザイン
2020関係府省等連絡会議に
おいて、「ユニバーサル

デザイン2020」を
取りまとめ

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
レガシーとして、障害者の文化芸術活動の
より一層の発展

特別支援
教育

進級
指導

教員
免許

高等学校での進級指導開始、指導内容や指導体制等の環境整備推進

特別支援学校教員の特別支援学校 教諭免許状保有率の
引上げ（ 2014年度:73％→ 2020年 度:おおむね100％）

状況に応じて更なる質の向上方策を検討

障害者差別解消法の 着実な施行[３年経過後見直し検討]解消障害者の差別解消

障
害
者
基
本
計
画
の
見
直
し
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安心した生活（地域課題の解決力強化と医療・福祉人材の活用）

⑨ 地域共生社会の実現
介護離職
ゼロの実現
介護離職
ゼロの実現

【国民生活における課題】

高齢、障害、児童等の対象者ごとに充実さ
せてきた福祉サービスについて、複合化す
るニーズへの対応を強化することが必要。

医療・福祉人材の確保に向けて、新たな資
格者の養成のみならず、潜在有資格者の人
材活用が必要。また、これにより、他の高
付加価値産業における人材確保を同時に達
成することが必要。

・有資格者のうち資格に係る専門分野で就業し
ていない者の割合：
保育士 約６割（2015年度・推計）
介護福祉士 約４割（2013年度・推計）

【今後の対応の方向性】

支え手側と受け手側が常に固定しているのではなく、皆が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域社会の実現
を目指す。あわせて、寄附文化を醸成し、NPOとの連携や民間資金の活用を図る。また、支援の対象者ごとに縦割りとなってい
る福祉サービスの相互利用等を進めるとともに、一人の人材が複数の専門資格を取得しやすいようにする。

【具体的な施策】

・地域包括支援センター、社会福祉協議会、地域に根ざした活動を行うNPOなどが中心となって、小中学校区等の住民に
身近な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援し、2020年～2025年を目途に全国
展開を図る。その際、社会福祉法人の地域における公益的な活動との連携も図る。

・多様な活躍、就労の場づくりを推進するため、公共的な地域活動やソーシャルビジネスなどの環境整備を進める。

・共助の活動への多様な担い手の参画と活動の活発化のために、寄附文化の醸成に向けた取組を推進する。

・高齢者、障害者、児童等の福祉サービスについて、設置基準、人員配置基準の見直しや報酬体系の見直しを検討し、
高齢者、障害者、児童等が相互に又は一体的に利用しやすくなるようにする。

・育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時に直面する家庭など、世帯全体の複合化・複雑化した課題を受
け止める、市町村における総合的な相談支援体制作りを進め、2020年～2025年を目途に全国展開を図る。

・医療、介護、福祉の専門資格について、複数資格に共通の基礎課程を設け、一人の人材が複数の資格を取得しやすい
ようにすることを検討する。

・医療、福祉の業務独占資格の業務範囲について、現場で効率的、効果的なサービス提供が進むよう、見直しを行う。

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度以降

指標

2020年～2025年
を目途に：
地域課題の解決
力を強化する体
制 全国展開
総合的な相談支
援体制 全国展
開

2021年度：
新たな共通の基
礎課程の実施

設備・人員基準や
報酬体系の

見直しを検討

各地域における体制の確立・充実

検討結果を

対応を実施

検討結果を
踏まえた
対応を実施

相談支援体制づくり

地域課題の
解決力の強化／
福祉サービスの
一体的提供／
総合的な

相談支援体制づくり

関する研究

各資格の
履修内容に
関する研究

医療、介護、福祉の
専門資格における
共通の基礎課程の

検討・
業務独占資格の
対象範囲の見直し

資格所持による履修期間短縮について、
資格ごとに検討・結論。

可能な資格から履修期間短縮を実施
単位認定について検討

介護福祉士と
准看護師相互の

単位認定について検討

単位認定拡大について、資格ごとに検討・結論。
可能な資格から単位認定を実施

可能な資格から履修期間短縮を実施
※共通の基礎課程創設後も、既取得者に適用

業務独占資格の業務範囲の見直しを継続的に検討・実施

相談支援体制づくりと地域課題の解決力強化について、相談支援体制づくりと地域課題の解決力強化について、
モデル事業等を数年間実施する中で制度化を検討

誰
も
が
支
え
合
う
地
域
の
構
築
に
向
け
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
実
現

（
平
成
27
年
9
月
17
日
・
厚
生
労
働
省
）

誰
も
が
支
え
合
う
地
域
の
構
築
に
向
け
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
実
現

―

新
た
な
時
代
に
対
応
し
た
福
祉
の
提
供
ビ
ジ
ョ
ン―

（
平
成
27
年
9
月
17
日
・
厚
生
労
働
省
）

新たな共通の基礎課程の具体案について検討・結論
新たな共通の基礎課程の実施

※共通の基礎課程が一部資格にとどまる場合には、
資格の範囲の拡大について継続検討・順次実施

福祉系国家資格を
有する者に対する
保育士養成課程・
保育士試験科目の

一部免除について検討

福祉系国家資格を
有する者に対する
保育士養成課程・
保育士試験科目の

一部免除について検討

福祉サービスの
一体的な提供に

運用上の対応が
可能な事項の

ガイドラインを整備

福祉サービスの
一体的な提供に

ついて
運用上の対応が
可能な事項の

ガイドラインを整備

年度
施策

ニッポン一億総活躍プラン（抜粋）
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障害福祉サービス予算額等推移
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

障害児措置費・給付費（義務的経費）

自立支援給付（義務的経費）

地域生活支援事業（裁量的経費）

7,346億円
（+9.4%）

9,314億円
（+10.8%）

8,406億円
（+14.4%）

6,716億円
（+12.1%）

5,989億円
（+2.5%）

5,840億円
（+8.6%）

5,380億円

4,473億円
4,945億円

5,071億円
5,719億円

6,341億円

7,434億円

8,229億円

507億円

400億円 400億円 440億円 440億円 445億円 450億円 460億円

495億円 478億円

557億円

560億円

522億円

625億円

464億円

9,701億円

障害福祉サービス等予算の推移

障害福祉サービス関係予算額は10年間で２倍以上に増加している。

（注１）平成18年度については、自立支援法施行前の支援費、自立支援法施行後の自立支援給付、地域生活支援事業等を積み上げた
予算額である。（自立支援法は平成18年4月一部施行、同年10月完全施行）

（注２）平成20年度の自立支援給付費予算額は補正後予算額である。
（注３）平成21年度の障害児措置費・給付費予算額は補正後予算額である。

（億円） 10,373億円
（+11.4%）

1,055億円

9,330億円

462億円

9,071億円

464億円

840億円

10,849億円
（+4.6%）

11,560億円
（+6.5%）

1,395億円
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利用者数の推移（６ヶ月毎の利用者数推移）（障害福祉サービスと障害児サービス）

○平成２７年３月→平成２８年３月の伸び率（年率）・・・・・ ７．５％

単位（万人）

(２８年３月の利用者数)
このうち 身体障害者の伸び率…… ２. ４％ 身体障害者…… ２１．０万人

知的障害者の伸び率…… ３. ７％ 知的障害者…… ３６．４万人
精神障害者の伸び率…… １０. ４％ 精神障害者…… １８．０万人
障害児の伸び率 …… ２３．０％ 難病等対象者… ０．２万人（1,719人）

障害児 …… ２２．６万人


